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(57)【要約】
　外科用器具は、第１および第２の部材を備えており、
各部材は、部材の第１の端に隣接するハンドルと、内面
および外面を有して部材の第２の対向端から延在する作
用部と、ハンドルと作用部との間に位置する旋回部と、
を備えている。ハンドルが互いに離間して作用部が互い
に隣接する開位置とハンドルが互いに合されて作用部が
互いに離間する閉位置との間で、ハンドルが移動可能と
なるように、第１および第２の部材は、旋回部において
、旋回軸を中心として旋回可能に互いに接続されている
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外科用器具において、
　第１および第２の部材であって、各部材が、該部材の第１の端に隣接するハンドルと、
　内面および外面を有して前記部材の第２の対向端から延在する作用部と、前記ハンドル
と前記作用部との間に位置する旋回部とを備えている第１および第２の部材
を備えており、
　前記ハンドルが互いに離間して前記作用部が互いに隣接する開位置と前記ハンドルが互
いに合されて前記作用部が互いに離間する閉位置との間で、前記ハンドルが移動可能とな
るように、前記第１および第２の部材は、前記旋回部において、旋回軸を中心として旋回
可能に互いに接続されていることを特徴とする、外科用器具。
【請求項２】
　各作用部外面の少なくとも一部は、外向きテーパが付された楔を備えていることを特徴
とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項３】
　各作用部は、前記第１および第２の部材の前記第２の端に、外方に延在するリップを備
えていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項４】
　各作用部は、前記楔に隣接する外方に延在するリップを備えており、前記楔および前記
リップは、前記作用部外面において、それらの間に窪みを画定していることを特徴とする
、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項５】
　各作用部は、前記リップからそれぞれの第１および第２の部材の前記第２の端に向かっ
て内向きテーパが付されたテーパ部を備えていることを特徴とする、請求項４に記載の外
科用器具。
【請求項６】
　前記第１および第２の部材の各々の前記第２の端は、前記ハンドルが前記開位置にある
とき、前記第１および第２の部材の前記互いに隣接する第２の端が鈍端を画定するように
、形作られていることを特徴とする、請求項５に記載の外科用器具。
【請求項７】
　前記第１および第２の部材の前記第２の端は、丸められていることを特徴とする、請求
項１に記載の外科用工具。
【請求項８】
　各作用部内面の少なくとも一部は、複数の歯を備えていることを特徴とする、請求項１
に記載の外科用器具。
【請求項９】
　前記ハンドルを前記開位置に向かって付勢するように構成された付勢部材をさらに備え
ていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項１０】
　前記付勢部材は、前記ハンドル間に配置されていることを特徴とする、請求項９に記載
の外科用器具。
【請求項１１】
　前記ハンドルは、前記旋回軸と直交して前記作用部間に延在する軸を中心として実質的
に対称的になっていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項１２】
　各部材の前記ハンドルの長さの少なくとも主要な部分は、前記部材の前記第１の端から
前記部材の前記旋回部に向かって、内方に向かうように輪郭付けられていることを特徴と
する、請求項１１に記載の外科用器具。
【請求項１３】
　各部材の前記ハンドルは、内壁、外壁、前記部材の前記第１の端における第１の端壁、
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および前記部材の前記旋回部に隣接して位置する第２の端壁によって画定された少なくと
も１つの開口を備えていることを特徴とする、請求項１１に記載の外科用器具。
【請求項１４】
　各部材の前記ハンドルは、前記内壁、前記外壁、前記第１の端壁、および内部壁によっ
て画定された第１の開口と、前記内壁、前記外壁、前記第２の端壁、および前記内部壁に
よって画定された第２の開口とを備えており、前記第１の開口は、細長になっており、前
記第２の開口は、略楕円形であり、前記内部壁によって前記第１の開口から離間している
ことを特徴とする、請求項１３に記載の外科用器具。
【請求項１５】
　各部材の前記ハンドルは、
　前記内壁、前記外壁、前記第１の端壁、および第１の内部壁によって画定された第１の
開口と、
　前記内壁、前記外壁、前記第２の端壁、および第２の内部壁によって画定された第２の
開口と、
　前記内壁、前記外壁、および第１および第２の内部壁によって画定された第３の開口で
あって、前記ハンドルの前記第１および第２の開口間に位置している第３の開口と、
を備えており、
　前記第１の開口は、細長になっており、前記第２および第３の開口は、略楕円形になっ
ていることを特徴とする、請求項１３に記載の外科用器具。
【請求項１６】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されていることを特徴とする、請求項１５に記載の外科用器
具。
【請求項１７】
　前記第１の内部壁が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に隣接す
る第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が比較的隆起した
中心部分によって互いに分離されるように、各ハンドルの前記第１の開口が輪郭付けられ
ていることを特徴とする、請求項１６に記載の外科用器具。
【請求項１８】
　各部材の前記外壁は、窪みを備えるように輪郭付けられていることを特徴とする、請求
項１６に記載の外科用器具。
【請求項１９】
　工具と共に用いられるハンドルシステムにおいて、
　第１および第２の細長のハンドルであって、各ハンドルは、第１の端から第２の対向端
に延在しており、各ハンドルは、内壁と、外壁と、前記ハンドルの前記第１の端において
前記内壁と前記外壁との間に延在する第１の端壁と、前記ハンドルの前記第２の端に近接
して配置されて前記内壁と前記外壁との間に延在する第２の端壁とを備えており、前記内
壁が互いに離間する開位置と前記内壁が互いに隣接する閉位置との間で、前記ハンドルが
旋回可能となるように、前記ハンドルが、前記ハンドルの前記第２の端において旋回可能
に互いに接続されている第１および第２の細長のハンドル
を備えており、
　各ハンドルは、
　前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１および第２の端壁間に位置して
前記内壁と前記外壁との間に延在する内部壁によって画定された第１の細長の開口と、
　前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記内部壁によって画定された第２の略
楕円形開口と、
を備えていることを特徴とする、ハンドルシステム。
【請求項２０】
　各ハンドルは、第１および第２の内部壁であって、各々が前記内壁と前記外壁との間に
延在する第１および第２の内部壁と、第３の略楕円形開口とを備えており、
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　前記第１の細長開口は、前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１の内部
壁によって画定されており、
　前記第２の略楕円形開口は、前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第２の
内部壁によって画定されており、
　前記第３の略楕円形開口は、前記第１および第２の開口間に位置しており、前記内壁、
前記外壁、および前記第１および第２の内部壁によって画定されていることを特徴とする
、請求項１９に記載のハンドルシステム。
【請求項２１】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されていることを特徴とする、請求項２０に記載のハンドル
システム。
【請求項２２】
　前記第１の内部壁が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に隣接す
る第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が比較的隆起した
中心部分によって互いに分離されるように、各ハンドルの前記第１の開口が輪郭付けられ
ていることを特徴とする、請求項２１に記載のハンドルシステム。
【請求項２３】
　各ハンドル外壁の外面は、前記第３の開口から前記第２の開口に向かって、内方に向か
って輪郭付けられていることを特徴とする、請求項２１に記載のハンドルシステム。
【請求項２４】
　工具と共に用いられるハンドルシステムにおいて、
　第１および第２の細長のハンドルであって、各ハンドルは、第１の端から作用端部を受
け入れるように構成された第２の対向端に延在しており、前記ハンドルは、それらの第２
の端に近接して旋回可能に互いに接続されており、旋回軸を中心として旋回可能になって
いる第１および第２の細長のハンドル
を備えており、
　各ハンドルは、
　内壁と、外壁と、前記ハンドルの前記第１の端において前記内壁と前記外壁との間に延
在する第１の端壁と、前記第１の端壁よりも前記ハンドルの前記第２の端の近くに位置し
て前記内壁と前記外壁との間に延在する第１の内部壁と、前記第１の内部壁よりも前記ハ
ンドルの前記第２の端の近くに位置して前記内壁と前記外壁との間に延在する第２の内部
壁と、前記第２の内部壁よりも前記ハンドルの前記第２の端の近くに位置して前記内壁と
前記外壁との間に延在する第２の端壁と、
　前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１の内部壁によって画定された第
１の細長の開口と、
　前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第２の内部壁によって画定された第
２の略楕円形開口と、
　前記第１および第２の開口間に位置し、前記内壁、前記外壁、および前記第１および第
２の内部壁によって画定された第３の略楕円形開口と、
を備えていることを特徴とする、ハンドルシステム。
【請求項２５】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されている、ことを特徴とする請求項２４に記載のハンドル
システム。
【請求項２６】
　前記第１の内部壁の内面が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に
隣接する第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が前記第１
の内部壁の前記内面の比較的隆起した中心部分によって互いに分離されるように、各ハン
ドルの前記第１の開口が輪郭付けられていることを特徴とする、請求項２４に記載のハン
ドルシステム。
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【請求項２７】
　各ハンドル外壁は、前記外壁の外面が窪みを備えるように、輪郭付けられていることを
特徴とする、請求項２４に記載のハンドルシステム。
【請求項２８】
　前記第１および第２のハンドルは、前記旋回軸に対して直交して前記ハンドル間に延在
する軸を中心として実質的に対称的になっていることを特徴とする、請求項２４に記載の
ハンドルシステム。
【請求項２９】
　１対の作用端部分と組み合わされ、前記作用端部分の各々は、前記第１および第２のハ
ンドルのそれぞれの第２の端から延在していることを特徴とする、請求項２４に記載のハ
ンドルシステム。
【請求項３０】
　前記ハンドルが互いに離れる方に移動するとき、前記作用部が互いに離れる方に移動し
、前記ハンドルが互いに合されるとき、前記作用部が互いに重なるように、前記ハンドル
が構成されていることを特徴とする、請求項２９に記載の組合せ。
【請求項３１】
　前記ハンドルが互いに離れる方に移動するとき、前記作用部が互いに重なり、前記ハン
ドルが互いに合されるとき、前記作用部が互いに離れる方に移動するように、前記ハンド
ルが構成されていることを特徴とする、請求項２９に記載の組合せ。
【請求項３２】
　腹腔鏡手術を行う方法において、
　第１および第２の旋回可能に互いに接続された細長の部材を有する工具を準備するステ
ップであって、各部材は、前記部材の第１の端から延在するハンドルと、前記部材の第２
の対向端から延在する作用部とを備えており、前記ハンドルは、前記作用部が互いに隣接
する開位置と前記ハンドルが互いに合されて前記作用部が互いに離れる方に移動した閉位
置との間で、移動可能になっているステップと、
　前記ハンドルが前記開位置にある状態で、前記作用部を腹部壁の開口内に挿入するステ
ップと、
　前記ハンドルを前記閉位置の方に移動させるステップと、
　前記ハンドルを前記開位置に向かって移動させるステップと、
　前記作用部を前記腹部壁の前記開口から引き出すステップと、
を含んでいることを特徴とする、方法。
【請求項３３】
　前記ハンドルを前記閉位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、前記腹部壁の前記開口を拡大させることをさらに含んでいることを特徴とする、請求
項３２に記載の方法。
【請求項３４】
　前記ハンドルを前記開位置に移動させる前記ステップ中に、前記作用部によって、摘出
される器官を把持することをさらに含んでおり、前記作用部を前記開口から引き出す前記
ステップは、前記作用部および前記把持された対象物を前記開口から引き出すことを含ん
でいることを特徴とする、請求項３２に記載の方法。
【請求項３５】
　前記ハンドルを前記閉位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、前記腹部壁の前記開口を拡大させることと、
　前記ハンドルを前記開位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、摘出される器官を把持することと、
をさらに含んでおり、
　前記作用部を前記開口から引き出す前記ステップは、前記作用部および前記把持した対
象物を前記拡大された開口から引き出すことを含んでいることを特徴とする、請求項３２
に記載の方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願］
　本願は、２０１１年２月２５日に出願された米国仮特許出願第６１／４４６，６４６号
および２０１１年９月２９日に出願された米国仮特許出願第６１／５４０，９１３号の優
先権を主張するものであり、これらの開示内容は、参照することによって、その全体がこ
こに含まれるものとする。
【０００２】
［発明の分野］
　本発明は、外科用器具のような器具および工具、およびそれに関連するハンドルに関す
る。
【背景技術】
【０００３】
　器具および工具用のハンドルは、該器具および工具がユーザーによっていかに把持され
、かつ操作されるかを決定付けるものである。単純な例を挙げれば、鋏が挙げられる。一
般的な鋏は、略円形開口を有する第１のハンドルおよび細長の開口を有する第２のハンド
ルを備えている。円形開口は、オペレータの親指を受け入れるように設計されており、細
長の開口は、２つ以上の他の指を受け入れるように設計されている。非対称設計によって
、これらの形式の鋏は、可逆性を有しておらず、掴んだときに掴み直しを必要とすること
がしばしば生じる。
【０００４】
　（鋏を含む）いくつかの器具および工具は、対称的なハンドルを備えている。例えば、
一般的な止血鉗子は、１対のハンドルを備えており、各ハンドルは、略円形の開口を有し
ている。しかし、このような構成は、さまざまな手の大きさのユーザーに適さない場合が
あり、および／または使用中に十分な制御をもたらすことができないことがある。
【０００５】
　腹腔鏡手術のような最小侵襲性手術の分野において、開口の拡大、器官の把持、などの
ような機能を果たす工具は、一般的に、前述の欠点を有するハンドルを備えている。例え
ば、一般的な止血鉗子および鉗子は、それらを掴み、操作するやり方に制約があり、ハン
ドル設計に起因してさまざまな手の大きさに適さない場合がある。また、これらの器具の
なかには、実質的に同一または対称的なハンドルを有しておらず、忙しい外科医が手探り
で掴んだときに、掴み直しを必要とするものがある。さらに、これらの工具は、多くの場
合、ハンドルの設計によって制約されるのみならず、ハンドルの反対側の作用端の限られ
た機能によっても制約されている。例えば、鈍端切開、開口の拡大、および／または対象
物の把持を行うために、一般的に、別個の専用工具が必要とされている。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明のいくつかの実施形態は、外科用器具に関する。この外科用器具は、第１および
第２の部材を備えている。各部材は、部材の第１の端に隣接するハンドルと、内面および
外面を有して部材の第２の対向端から延在する作用部と、ハンドルと作用部との間に位置
する旋回部とを備えている。ハンドルが互いに離間して作用部が互いに隣接する開位置と
ハンドルが互いに合されて作用部が互いに離間する閉位置との間で、ハンドルが移動可能
となるように、第１および第２の部材は、旋回部において、旋回軸を中心として旋回可能
に互いに接続されている。
【０００７】
　各作用部外面の少なくとも一部は、外向きテーパが付された楔を備えていてもよい。　
各作用部は、第１および第２の部材の第２の端に、外方に延在するリップを備えていても
よい。各作用部は、楔に隣接する外方に延在するリップを備えていてもよく、楔およびリ
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ップは、作用部外面において、それらの間に窪みを画定していてもよい。各作用部は、リ
ップからそれぞれの第１および第２の部材の第２の端に向かって内向きテーパが付された
テーパ部を備えていてもよい。第１および第２の部材の各々の第２の端は、ハンドルが開
位置にあるとき、第１および第２の部材の互いに隣接する第２の端が鈍端を画定するよう
に、形作られていてもよい。第１および第２の部材の前記第２の端は、平坦であってもよ
いし、丸められていてもよい。各作用部内面の少なくとも一部は、複数の歯を備えていて
もよい。
【０００８】
　いくつかの実施形態によれば、外科用器具は、ハンドルを開位置に向かって付勢するよ
うに構成された付勢部材をさらに備えている。付勢部材は、ハンドル間に配置されていて
もよい。
【０００９】
　ハンドルは、旋回軸と直交して作用部間に延在する軸を中心として対称的または実質的
に対称的になっていてもよい。ハンドルは、同一または実質的に同一であってもよい。
【００１０】
　いくつかの実施形態によれば、各部材のハンドルは、内壁、外壁、部材の第１の端にお
ける第１の端壁、および部材の旋回部に隣接または近接して位置する第２の端壁によって
画定された少なくとも１つの開口を備えている。各部材のハンドルは、内壁、外壁、第１
の端壁、および内部壁によって画定された第１の開口と、内壁、外壁、第２の端壁、およ
び内部壁によって画定された第２の開口とを備えていてもよく、第１の開口は、細長にな
っており、第２の開口は、略楕円形または卵形であり、内部壁によって第１の開口から離
間していてもよい。
【００１１】
　いくつかの実施形態によれば、各部材の前記ハンドルは、内壁、外壁、第１の端壁、お
よび第１の内部壁によって画定された第１の細長の開口と、内壁、外壁、第２の端壁、お
よび第２の内部壁によって画定された第２の略楕円形または卵形の開口と、内壁、外壁、
および第１および第２の内部壁によって画定された第３の略楕円形または卵形の開口であ
って、ハンドルの第１および第２の開口間に位置している第３の開口とを備えている。第
３の開口は、第２の開口に対して細長になっており、第２の開口の主軸に対して傾斜した
角度で配向されていてもよい。第１の内部壁が内壁に隣接する第１の丸められた部分およ
び外壁に隣接する第２の丸められた部分を有し、第１および第２の丸められた部分が比較
的隆起した中心部分によって互いに分離されるように、各ハンドルの第１の開口が輪郭付
けられていてもよい。
【００１２】
　本発明の他の実施形態は、工具と共に用いられるハンドルシステムに関する。このハン
ドルシステムは、第１および第２の細長のハンドルを備えており、各ハンドルは、第１の
端から第２の対向端に延在している。各ハンドルは、内壁と、外壁と、ハンドルの第１の
端において内壁と外壁との間に延在する第１の端壁と、ハンドルの第２の端に近接して配
置されて内壁と外壁との間に延在する第２の端壁とを備えている。内壁が互いに離間する
開位置と内壁が互いに隣接する閉位置との間で、ハンドルが旋回可能となるように、ハン
ドルは、ハンドルの第２の端において旋回可能に互いに接続されている。また、ハンドル
は、第１の端壁、内壁、外壁、および第１および第２の端壁間に位置して内壁と外壁との
間に延在する内部壁によって画定された第１の細長の開口と、第２の端壁、内壁、外壁、
および内部壁によって画定された第２の略楕円形または卵形の開口とを備えている。
【００１３】
　各ハンドルは、第１および第２の内部壁であって、各々が内壁と外壁との間に延在する
第１および第２の内部壁と、第３の略楕円形または卵形の開口とを備えていてもよく、第
１の細長開口は、第１の端壁、内壁、外壁、および第１の内部壁によって画定されていて
もよく、第２の略楕円形または卵形の開口は、第２の端壁、内壁、外壁、および第２の内
部壁によって画定されていてもよく、第３の略楕円形または卵形の開口は、第１および第



(8) JP 2014-513582 A 2014.6.5

10

20

30

40

50

２の開口間に位置し、内壁、外壁、および第１および第２の内部壁によって画定されてい
てもよい。第３の開口は、第２の開口に対して細長になっており、第２の開口の主軸に対
して傾斜した角度で配向されていてもよい。第１の内部壁が内壁に隣接する第１の丸めら
れた部分および外壁に隣接する第２の丸められた部分を有し、第１および第２の丸められ
た部分が比較的隆起した中心部分によって互いに分離するように、各ハンドルの第１の開
口が輪郭付けられていてもよい。
【００１４】
　本発明の他の実施形態は、工具と共に用いられるハンドルシステムに関する。このハン
ドルシステムは、第１および第２の細長のハンドルを備えており、各ハンドルは、第１の
端から作用端部を受け入れるように構成された第２の対向端に延在している。ハンドルは
、それらの第２の端に近接して旋回可能に互いに接続されており、旋回軸を中心として旋
回可能になっている。各ハンドルは、内壁と、外壁と、ハンドルの第１の端において内壁
と外壁との間に延在する第１の端壁と、第１の端壁よりもハンドルの第２の端の近くに位
置して内壁と外壁との間に延在する第１の内部壁と、第１の内部壁よりもハンドルの第２
の端の近くに位置して内壁と前記外壁との間に延在する第２の内部壁と、第２の内部壁よ
りもハンドルの第２の端の近くに位置して内壁と外壁との間に延在する第２の端壁と、を
備えている。また、各ハンドルは、第１の端壁、内壁、外壁、および第１の内部壁によっ
て画定された第１の細長の開口と、第２の端壁、内壁、外壁、および第２の内部壁によっ
て画定された第２の略楕円形開口と、第１および第２の開口間に位置し、内壁、外壁、お
よび第１および第２の内部壁によって画定された第３の略楕円形開口とを備えている。
【００１５】
　第３の開口は、第２の開口に対して細長になっており、第２の開口の主軸に対して傾斜
した角度で配向されていてもよい。第１の内部壁の内面が内壁に隣接する第１の丸められ
た部分および外壁に隣接する第２の丸められた部分を有し、第１および第２の丸められた
部分が第１の内部壁の内面の比較的隆起した中心部分によって互いに分離するように、各
ハンドルの第１の開口が輪郭付けられていてもよい。
【００１６】
　いくつかの実施形態によれば、各ハンドル外壁は、外壁の外面が窪みを備えるように、
輪郭付けられている。いくつかの実施形態によれば、第１および第２のハンドルは、旋回
軸に対して直交してハンドル間に延在する軸を中心として実質的に対称的になっている。
【００１７】
　ハンドルシステムは、１対の作用端部分と組み合わされてもよい。作用端部分の各々は
、第１および第２のハンドルのそれぞれの第２の端から延在している。ハンドルが互いに
離れる方に移動するとき、作用部が互いに離れる方に移動し、ハンドルが互いに合される
とき、作用部が互いに重なるように、ハンドルが構成されていてもよい。代替的に、ハン
ドルが互いに離れる方に移動するとき、作用部が互いに重なり、ハンドルが互いに合され
るとき、作用部が互いに離れる方に移動するように、ハンドルが構成されていてもよい。
【００１８】
　本発明の他の実施形態は、腹腔鏡手術を行う方法に関する。この方法は、第１および第
２の旋回可能に互いに接続された細長の部材を有する工具を準備することであって、各部
材は、部材の第１の端から延在するハンドルと、部材の第２の対向端から延在する作用部
とを備えており、ハンドルは、作用部が互いに隣接する開位置とハンドルが互いに合され
て作用部が互いに離れる方に移動した閉位置との間で、移動可能になっていることを含ん
でいる。該方法は、ハンドルが開位置にある状態で、作用部を腹部壁の開口内に挿入する
ステップと、ハンドルを閉位置の方に移動させるステップと、ハンドルを開位置に向かっ
て移動させるステップと、作用部を腹部壁の開口から引き出すステップと、をさらに含ん
でいる。
【００１９】
　いくつかの実施形態によれば、該方法は、ハンドルを閉位置に向かって移動させるステ
ップ中に、作用部によって、腹部壁の開口を拡大させることをさらに含んでいる。いくつ
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かの実施形態によれば、該方法は、ハンドルを開位置に移動させるステップ中に、作用部
によって、摘出される器官を把持することをさらに含んでおり、作用部を開口から引き出
すステップは、作用部および把持された対象物を開口から引き出すことを含んでいる。い
くつかの実施形態によれば、該方法は、ハンドルを閉位置に向かって移動させるステップ
中に、作用部によって、腹部壁の前記開口を拡大させることと、ハンドルを開位置に向か
って移動させるステップ中に、作用部によって、摘出される器官を把持することと、をさ
らに含んでおり、作用部を開口から引き出すステップは、作用部および把持した対象物を
拡大された開口から引き出すことを含んでいる。
【００２０】
　１つの実施形態に関して記載された任意の１つまたは複数の態様または特徴は、これに
関連して明確に記述されていない限り、異なる実施形態にも含まれることに留意されたい
。すなわち、全ての実施形態および／または任意の実施形態の特徴は、どのような方法お
よび／または組合せによって組み合わされてもよい。出願人は、最初に出願された任意の
請求項を変更する権利、従って、任意の新規の請求項を出願する権利、例えば、最初に他
の意味を含むように出願されていない限り、任意の他の請求項に従属するようにおよび／
または任意の他の請求項の任意の特徴を含むように、最初に出願された任意の請求項を補
正することができる権利を有している。以下、本明細書において、本発明のこれらおよび
他の目的および／または態様について、さらに詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】いくつかの実施形態による第１の位置にある外科用器具の側面図である。
【図２】いくつかの実施形態による第２の位置にある図１の外科用器具の側面図である。
【図３Ａ．３Ｂ】いくつかの実施形態による図１の外科用器具の一部の略断面図である。
【図４】いくつかの実施形態による種々の操作を行う図１の外科用器具の概略図である。
【図５】いくつかの他の実施形態による外科用器具の側面図である。
【図６】いくつかの他の実施形態による外科用器具の側面図である。
【図７】いくつかの他の実施形態による外科用器具の側面図である。
【図８】いくつかの他の実施形態による第１の位置にある外科用器具の側面図である。
【図９】いくつかの実施形態による第２の位置にある図８の外科用器具の側面図である。
【図１０】図８の外科用器具を把持し、および／または操作する例示的な方法の概略図で
ある。
【図１１Ａ】いくつかの他の実施形態による第１の位置にある外科用器具の側方斜視図で
ある。
【図１１Ｂ】第１の位置にある図１１Ａの外科用器具の側面図である。
【図１１Ｃ】いくつかの実施形態による第２の位置にある図１１Ａの外科用器具の側面図
である。
【図１２Ａ】いくつかの実施形態による第１の位置にある外科用器具の側面図である。
【図１２Ｂ】いくつかの実施形態による第２の位置にある図１２Ａの外科用器具の側面図
である。
【図１３】図１～図１２の外科用器具によって行われる例示的操作を示すフローチャート
である。
【図１４Ａ】いくつかの他の実施形態による第１の位置にある外科用器具の側面図である
。
【図１４Ｂ】いくつかの実施形態による第２の位置にある図１４Ａの外科用器具の側面図
である。
【図１５】いくつかの実施形態による工具と共に用いられるハンドルシステムの斜視図で
ある。
【図１６】いくつかの他の実施形態による工具と共に用いられるハンドルシステムの斜視
図である。
【発明を実施するための形態】
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【００２２】
　以下、本発明の実施形態が示されている添付の図面を参照して、本発明をさらに十分に
説明する。しかし、本発明は、本明細書に記載されている実施形態に制限されると解釈さ
れるべきではない。むしろ、これらの実施形態は、この開示が十分かつ完全であり、本発
明の範囲を当業者に十分に知らしめるために、提示されている。図面において、同様の番
号は、全体を通して、同様の要素を指すものとする。いくつかの構成要素の厚みおよび寸
法は、明瞭にするために、誇張されている場合がある。
【００２３】
　本明細書に用いられる「備えている（comprising）」または「備える（comprises）」
という用語は、オープンエンド様式（open-ended）であり、１つまたは複数の記述された
特徴、完全体、要素、ステップ、成分、または機能を含んでいるが、１つまたは複数の他
の特徴、完全体、要素、ステップ、成分、機能、またはそれらの群の存在または追加を排
除するものではない。本明細書に用いられる「および／または（and/or）」という用語は
、１つまたは複数の互いに関連して列挙された単位体のいずれかおよび全ての組合せを含
んでいる。
【００２４】
　本明細書に用いられるラテン語の句「exempli gratia」から派生した一般的な略号「e.
g.,（例えば）」は、先に述べた項目の一般的な１つまたは複数の例を紹介または特定す
るために用いられるものであり、このような項目を制限することを意図するものではない
。もし本明細書に用いられるなら、ラテン語の句「id est,」から派生した「i.e., （す
なわち）」という一般的な略号は、より一般的な記述から特定の項目を指定するために用
いられるものである。
【００２５】
　本明細書に用いられる専門用語は、特定の実施形態を説明することのみを目的とし、本
発明を制限することを意図していない。本明細書に用いられる単数形の「a」、「an」、
および「the」は、文脈が明らかに他の意味を指定しない限り、複数形も含むことを意図
している。
【００２６】
　周知の機能または構造は、簡潔および／または明瞭のために、詳細に記載されない場合
がある。
【００２７】
　特に他の規定がない限り、本明細書に用いられる（技術用語および科学用語を含む）全
ての用語は、本発明が属する技術分野の当業者によって一般的に理解されているのと同じ
意味を有している。一般的に用いられている辞書に定義されているような用語は、関連技
術の文脈におけるそれらの意味と矛盾しない意味を有すると解釈されるべきであり、本明
細書に明示的に規定されない限り、理想化された意味または過度に形式的な意味に解釈さ
れるべきではないことをさらに理解されたい。
【００２８】
　加えて、「～の下に（under）」、「～の下方に（below）」、「の下側に（lower）」
、「～の上方に（over）」、「～の上側に（upper）」、「下向きに（downward）」、「
上向きに（upward）」、「内方に（inward）」、「outward（外方に）」、などの空間に
関連する用語は、図面に示されている１つの要素または特徴部と１つまたは複数の他の要
素または特徴部との関係を説明するための記述を容易にするために、本明細書において用
いられることがある。空間に関連するこれらの用語は、図面に描かれている方位に加えて
、使用時または操作時における装置の異なる方位を含むことを意図していることを理解さ
れたい。例えば、もし図面における装置が倒置された場合、他の要素または特徴部の「下
（under）」または「真下（beneath）」にあると記述されている要素は、他の要素または
特徴部の「上（over）」に配向されることになる。従って、「～の下に（under）」とい
う例示的な用語は、上の方位と下の方位の両方を含んでいる。装置は、これ以外に配向さ
れることもあるが、（すなわち、９０°または他の方位に回転されることもあるが）、こ
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の場合、本明細書に用いられる空間に関連する記述用語も、それに応じて解釈されるとよ
い。
【００２９】
　ある要素が他の要素に「連結されている（coupled）」かまたは「接続されている（con
nected）」と記述されているとき、該要素は、他の要素に直接連結または接続されていて
もよいし、または介在する要素が存在していてもよいことを理解されたい。対照的に、あ
る要素が他の要素に「直接連結されている（directly coupled）」かまたは「直接接続さ
れている（directly connected）」と記述されているとき、介在する要素は、存在しない
ことになる。
【００３０】
　１つの実施形態に関して記載された任意の１つまたは複数の態様または特徴は、これに
関連して明確に記述されていない限り、異なる実施形態にも含まれることに留意されたい
。すなわち、全ての実施形態および／または任意の実施形態の特徴は、どのような方法お
よび／または組合せによって組み合わされてもよい。出願人は、最初に出願された任意の
請求項を変更する権利、従って、任意の新規の請求項を出願する権利、例えば、最初に他
の意味を含むように出願されていない限り、任意の他の請求項に従属するようにおよび／
または任意の他の請求項の任意の特徴を含むように、最初に出願された任意の請求項を補
正することができる権利を有している。以下、本明細書において、本発明のこれらおよび
他の目的および／または態様について、さらに詳細に説明する。
【００３１】
　いくつかの実施形態による外科用器具１が、図１および図２に示されている。外科用器
具１は、旋回可能に互いに接続された第１および第２の部材１２，１４を備えている。第
１および第２の部材１２，１４の各々は、該部材の第１の端１８に隣接するハンドル１６
を備えている。第１および第２の部材１２，１４の各々は、該部材の第１の端１８と反対
側の第２の端２２から延在する作用部２０を備えている。
【００３２】
　第１および第２の部材１２，１４の各々は、該部材のハンドル１６と作用部２０との間
に位置する旋回部２４も備えている。いくつかの実施形態では、各部材１２，１４のハン
ドル１６は、該部材の第１の端１８と旋回部２４との間に延在しており、および／または
各部材１２，１４の作用部２０は、該部材の第２の端２２と旋回部２４との間に延在して
いる。
【００３３】
　第１および第２の部材１２，１４は、それぞれ、それらの旋回部２４において旋回可能
に互いに接続されている。旋回部材２６が第１および第２の部材１２，１４を互いに接続
しており、これによって、第１および第２の部材１２，１４は、旋回部材２６によって画
定された旋回軸Ａ１を中心として旋回することが可能になっている。旋回部２４は、種々
の実施形態において、互いに重なっていてもいし、互いに差し込まれていてもよい。旋回
部材２６は、旋回部２４の各々の少なくとも一部を貫通しているとよい。旋回部材２６は
、種々の形態、例えば、ピン、ポスト、ネジなどの形態を取ることができる。
【００３４】
　第１および第２の部材１２，１４は、ハンドル１６が第１の位置または開位置（図１）
と第２の位置または閉位置（図２）との間で移動可能となるように、旋回可能に互いに接
続されている。第１の位置では、ハンドル１６は、互いに離間しており、作用部２０は、
互いに隣接している。いくつかの実施形態では、図示されているように、ハンドル１６が
第１の位置にあるとき、作用部２０の（以下に説明する）内面の少なくとも一部が互いに
接触している。第２の位置では、ハンドル１６は、（図１において矢印によって示される
方向において）互いに合されており、作用部２０は、互いに離間している。換言すれば、
図示されている実施形態における器具は、ハンドル１６が閉じると、作用部２０が開き、
または逆に、ハンドル１６が開くと、作用部２０が閉じる「逆鋏動作（reverse scissors
 action）」を行うようになっている。いくつかの他の実施形態では、器具は、ハンドル
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１６および作用部２０が一緒に開閉する「鋏のような動作（scissors-like action）」を
行うようになっていてもよい。
【００３５】
　図示されているように、第１および第２の部材１２，１４は、同一または実質的に同一
である。第１および第２の部材１２，１４は、軸Ａ２に対して互いに対称的または実質的
に対称的であるとよい。軸Ａ２は、旋回軸Ａ１と直交しており、ハンドル１６間および／
または作用部２０間を通っている。
【００３６】
　第１および第２の部材１２，１４の実質的に同一または対称的な特質によって、いくつ
かの利点が得られる。例えば、器具は、可逆的である（すなわち、器具は、ユーザーの左
手または右手のいずれで用いられても、同等の効力を発揮する）。これによって、該器具
は、例えば、忙しい外科医によって手探りで掴まれても、すぐに使える状態にあり、掴み
直す必要がないことが確実になる。さらに、実質的に同一または対称的な部材１２，１４
は、製造および組立を簡素化し、それに付随するコストを低減させることになる。いくつ
かの実施形態では、一部の旋回部材２６または他の旋回装置を円滑にするために、それぞ
れの旋回部２４は、完全に同一でなくてもよいことも考慮されている。また、いくつかの
実施形態では、それぞれの作用部２０は、以下に詳細に説明するように、互いにいくらか
異なっていてもよいことも考慮されている。
【００３７】
　第１および第２の部材１２，１４の各々は、一体であるとよい。例えば、ハンドル１６
、作用部２０、および旋回部２４は、一体であるとよい。他の実施形態では、第１および
第２の部材１２，１４の各々のハンドル１６、作用部２０、および旋回部２４の少なくと
も１つが、別の部品であってもよく、残りの部品に取り付けられるかまたは接続されるよ
うになっていてもよい。例えば、ハンドル１６および旋回部２４が一体化され、作用部２
０が別の部品であってもよい。これに関して、種々の作用部が、一体化されたハンドル／
旋回部に取付け可能または接続可能になっていてもよく、これによって、選択され、次い
で取付け／接続された特定の作用部に基づいて、種々の操作または手順を行うモジュール
構成が可能になる。
【００３８】
　図２に示されているように、作用部２０の各々は、内面２８および外面３０を備えてい
る。各作用部外面３０の少なくとも一部は、外向きテーパが付された楔３２を備えている
。図３Ａおよび図３Ｂの断面図に示されているように、各楔３２は、実質的に三角形状を
有しているとよく、比較的鋭利なまたは丸められた先端３２ｔを備えているとよい。
【００３９】
　図１および図２に示されている実施形態では、各作用部２０は、部材の第２の端２２に
外方に延在するリップ３４も備えている。すなわち、リップ３４の少なくとも一部は、作
用部２０から楔３２よりも大きく外方に延在している。作用部外面３０上において、各楔
３２およびリップ３４は、それらの間に窪み３６を画定している。
【００４０】
　図２に示されているように、各作用部内面２８の少なくとも一部は、複数の歯３８を備
えている。種々の構成を有する歯３８が考えられる。作用部２０の各々に関連する歯３８
は、内面２８の全幅に沿ってまたは実質的に全幅に沿って延在しているとよい。この意味
において、第１の部材１２に関連する歯３８は、第２の部材１４に関連する歯３８から位
置ずれしているとよい。この場合、図３Ａの断面図において、部材１２，１４の一方に関
連する歯３８ａのみが見えている。これは、作用部２０が正確に同一または対称的でない
１つの例である。他の実施形態では、第１および第２の部材１２，１４の各々に関連する
歯３８は、１つの歯３８が内面２８の幅の約半分にわたって延在しており、他の位置ずれ
している歯３８が、内面２８の幅の残りの約半分にわたって延在するように構成されてい
る。これらの歯３８は、内面２８の長さの一部に沿って、このジグザ関係を継続している
。この構成は、図３Ｂの断面図に示されている。この図において、部材１２，１４の一方



(13) JP 2014-513582 A 2014.6.5

10

20

30

40

50

に関連する歯３８１および部材１２，１４の他方に関連する歯３８２が見えている。この
構成とは関係なく、これらの歯３８は、作用部２０が互いに合されたときに嵌合または噛
合されるように、概して、配置されている。
【００４１】
　図１および図２に示されている器具１は、腹腔鏡手術のような最小侵襲性手術に特に有
用である。図４を参照すると、ハンドル１６が第１の位置（図１）にある器具を保持する
ユーザーは、腹部壁５２に形成されたトロッカー部位開口のような開口５０内に、作用部
２０を挿入するとよい。ハンドル１６が閉じられ、すなわち、第２の位置（図２）に向か
って移動され、これによって、作用部２０が拡がり、腹部壁５２の開口５０を拡大するこ
とになる。この器具の「逆鋏」動作によって、ユーザーは、従来の器具を用いる場合より
も小さい力をハンドルに加えることによって、より正確に開口を拡大することができる。
さらに、作用部に付随する楔３２および先端３２ｔによって、ユーザーは、より容易に開
口５０を拡大することができる。すなわち、楔３２は、腹部壁５２に付随する脂肪、筋肉
、および／または組織を突き破り、剥ぎ取り、または引裂き、これによって、開口５０を
拡大するように構成されている。他の頑丈な障害物、例えば、トロッカーが腹腔鏡手術中
に挿通されることがある臍ヘルニア欠損部の慢性的に硬化した外表面縁に出くわすことも
あるが、この場合、楔３２によって、ユーザーは、このような障害物をより容易に突き破
ることができる。
【００４２】
　リップ３４および／または窪み３６は、作用部２０が開口内に挿入された後、位置決め
特徴部をもたらすことになる。例えば、図４を参照すると、ハンドル１６が閉鎖し始め、
作用部２０が開き始めると、リップ３４および／または窪み３６が、腹部壁５２の内面５
４に引っ掛かるかまたは留められることになる。従って、リップ３４および／または窪み
３６は、腹部壁５２の開口５０を手探りで拡大する前に触覚的なフィードバックをもたら
すことによって作用部２０の位置を見出すために、用いることができる。また、リップ３
４および／または窪み３６は、開口５０の拡大中に作用部２０がすべり落ちないようにま
たは飛び出さないように防ぐのを助長することができる。
【００４３】
　歯３８は、摘出される対象物５６をすべり落ちることなく掴むように構成されている。
対象物５６は、腹部または胸部の開口から摘出されるおよび／または摘出される前に腹部
または胸部の開口を拡げる必要がある任意の固形器官またはその一部（例えば、盲腸、胆
嚢、卵巣、脾臓、肝臓、胃、小腸、肺、結腸、またはこのような器官に関連する腫瘍、ま
たはこのような器官を含む外科的袋）とすることができる。すなわち、ハンドル１６を互
いに離れるように移動させ、これによって、作用部２０を閉じ、図４に示されている拡大
した開口５０から器官を除去するのに十分な力で、該器官を歯３８によって掴むことにな
る。
【００４４】
　従って、この器具は、腹部壁の欠損部または開口を拡大するように機能すると共に、摘
出される器官を把持するように機能することを理解されたい。拡大動作および把持動作は
、順次行われてもよく、その結果として、２つの手順を単一器具によってより効率的に行
うことができ、これによって、手術時間を短縮し、患者の安全を改善することができるこ
とになる。
【００４５】
　さらに、ハンドル１６は、外科医が開口を拡大するのに十分な力を加えることを可能に
するのに十分な長さおよび／表面積を有するように、寸法決めされているとよい。種々の
実施形態では、ハンドルは、約３インチ（約７．６センチ）から約１２インチ（約３０．
５センチ）の間、約４インチから約１０インチの間、または約４インチから約６インチの
間の円弧長さを有しているとよい。ハンドルの各々は、力を加えるときに外科医の手を楽
に受けられるように、輪郭付けられているとよい。例えば、図１および図２を参照すると
、各部材１２，１４のハンドル１６の長さの少なくとも主要な部分が、部材の第１の端１
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８から旋回部２４に向かって、内方向かって輪郭付けられているとよい。さらに、ハンド
ル１６は、ハンドルに力を加える間の使い心地よさをもたらすために、滑らかな外面を有
しているとよい。これによって、例えば、腹部壁の鈍的切開に止血鉗子のような器具を用
いるときに外科医が出くわすことがある裂創および他の損傷をなくすことができる。
【００４６】
　ハンドル１６は、片手操作を行うように構成されている。例えば、ユーザーは、ハンド
ル１６の一方の外面に親指を位置付け、ハンドル１６の他方の外面に１つまたは複数の他
の指を位置付けるとよい。前述したように、これらのハンドルは、実質的に同一または対
称的であり、これによって、裏返しになっていても同じように用いることができ、手探り
で掴んだときでも実質的に掴み直しをする必要がない。
【００４７】
　以下、同様の機能を果たすことができるが、異なるハンドル構成を有する他の外科的器
具について、説明する。種々のハンドル設計によって、追加的な使い心地よさ、制御性、
および／または多目的性をもたらすことができる。
【００４８】
　いくつかの他の実施形態による外科用器具１０が、図５に示されている。器具１０は、
第１および第２の旋回可能に互いに接続された部材１２’，１４’を備えている。各部材
１２’，１４’は、作用部２０および旋回部２４を備えており、部材１２’，１４’は、
器具１に関連して前述したように、旋回部材２６において旋回可能に互いに接続されてい
る。器具１０は、各部材１２’，１４’に関連するハンドル１６’の構成において、器具
１と異なっている。
【００４９】
　特に、各ハンドル１６’は、「輪（loop）」の形をしており、内壁６２、外壁６４、部
材の第１の端１８における第１の端壁６６、および第２の端壁６８によって画定された開
口６０を備えている。第２の端壁６８は、第１の端壁６６よりも旋回部２４の近くに配置
されており、いくつかの実施形態では、第２の端壁６８は、旋回部２４に隣接して配置さ
れている。
【００５０】
　それぞれのハンドル１６’は、実質的に同一であり、これによって、器具１０は、裏返
しになっていても同じように用いることができ、手探りで掴んだときにも掴み直しをする
必要がない。器具１０は、ハンドル１６’の一方の開口６０がユーザーの親指を受けるよ
うに構成され、ハンドル１６’の他方の開口６０がユーザーの他の少なくとも１つの指ま
たは複数の指を受けるべく構成された片手操作を行うようになっている。従って、開口６
０を備える器具１０は、片手操作をさらに容易にし、作用部２０を開閉するとき、より正
確な制御をもたらすことができる。
【００５１】
　ユーザーは、ハンドル１６’を閉じるために、ハンドル１６’の内壁６２の内面に力を
加えるとよい。また、ハンドルを開くために、ユーザーは、外壁６４の内面に力を加える
とよい。さらに、図示されているように、第１および第２の端壁６６，６８の内面は、ユ
ーザーが、手術中に付加的な制御をもたらすために、親指および／または他の指をこれら
の表面に押し込むことができるように、輪郭付けられているとよい。内側開口６０を画定
する壁の内面は、使用中の摩耗または他の損傷を防ぐために、滑らかになっている。
【００５２】
　開口６０を画定する壁は、ユーザーの親指および／または他の指が操作中に脱落しない
ように防ぐのに役立つようになっているとよい。また、外壁６４の外面は、付加的な多目
的性をもたらすために、ユーザーの手の１つまたは複数の指を受けるように、輪郭付けら
れ、滑らかにされ、かつ構成されていることにも留意されたい。
【００５３】
　いくつかの他の実施形態による外科用器具２００が、図６に示されている。器具２００
は、第１および第２の旋回可能に接続された部材１２’’，１４’’を備えている。各部
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材１２’’，１４’’は、作用部２０および旋回部２４を備えており、部材１２’’，１
４’’は、器具１に関連して前述したように、旋回部材２６において旋回可能に互いに接
続されている。器具２００は、各部材１２’’，１４’’に関連するハンドル１６’’の
構成において、器具１，１０と異なっている。
【００５４】
　各ハンドル１６’’は、内壁７２、外壁７４、部材の第１の端１８における第１の端壁
７６、および内部壁７８によって画定された第１の開口７０を備えている。各ハンドル１
６’’は、内壁７２、外壁７４、第２の端壁８２、および内部壁７８によって画定された
第２の開口も備えている。第２の端壁８２は、第１の端壁７６よりも旋回部２４の近くに
配置されており、いくつかの実施形態では、旋回部２４に隣接して配置されている。
【００５５】
　図示されている実施形態では、第１の開口７０は、細長くなっており、第２の開口８０
は、実質的に円形状になっている。第２の開口８０が楕円形または卵形状になっていても
よいことも考えられる。第１の開口７０は、内部壁７８によって第２の開口８０から分離
されている。
【００５６】
　それぞれのハンドル１６’’は、実質的に同一であり、これによって、器具２００は、
裏返しになっていても同じように用いることができ、手探りで掴んだときにも実質的に掴
み直しをする必要がない。器具２００は、ユーザーの親指をハンドル１６’’の一方の第
１の開口７０または第２の開口８０のいずれかに通し、ユーザーの他の指の少なくとも１
つをハンドル１６’’の他方の第１の開口７０および／または第２の開口８０に通すこと
によって、片手操作するように構成されている。ユーザーは、使用中に、器具を制御する
ために、開口７０，８０を画定する壁の内面に親指および他の指を押し付けることができ
る。　開口７０，８０を画定する壁の内面は、使用中の摩耗または他の損傷を防ぐために
、滑らかになっている。
【００５７】
　器具２００は、制御をもたらすために、かつ種々のユーザーの好みおよび手の大きさに
適応するめに、種々のやり方によって保持され、かつ操作されてもよいことを理解された
い。例示的な構成では、ユーザーの親指が、ハンドル１６’’の一方の第１の開口７０ま
たは第２の開口８０のいずれかに通され、ハンドル１６’’の他方において、ユーザーの
人差し指が第２の開口８０に通され、ユーザーの中指および薬指が第１の開口７０に通さ
れるようになっていてもよい。
【００５８】
　開口７０，８０を画定する壁は、操作中にユーザーの親指および他の指がすべり落ちな
いように防ぐことができる。加えて、内壁７８の少なくとも一部は、器具２００の操作中
に、互いに隣接する開口７０，８０内のユーザーの指に対する「制御点」として機能する
ことができる。例えば、器具が前述のように掴まれたとき、ユーザーは、より大きい制御
をもたらすために、中指を内壁７８の第１の内面７８１に押し付け、および／または中指
を内壁７８の第２の内面７８２に押し付けるとよい。
【００５９】
　外壁７４の各々の外面は、滑らかになっており、ユーザーの親指または１つまたは複数
の他の指が置かれるようになっていてもよい。ユーザーは、親指または少なくとも１つの
他の指をこれらの外面の一方または両方に置くことによって、例えば、ハンドルを閉じる
ときに、より大きい梃作用を得ることができることに気付くだろう。図示されている実施
形態では、外壁７４の外面は、第１および第２の開口７０，８０間に位置する窪み８４を
備えている。窪み８４は、少なくとも１つの親指または他の指を受けるように構成されて
いるとよい。
【００６０】
　従って、所望の使い心地よさおよび制御性をもたらすために、および／または特定の用
途に必要とされる梃作用をもたらすために、ユーザーは、ハンドル１６’’の開口７０，
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８０によって、器具２００を種々のやり方によって掴むことができることを理解されたい
。種々の大きさの親指および他の指がいずれの開口７０，８０内または外壁７４の外面上
に置かれてもよい。
【００６１】
　図７に示されている器具２００’は、内壁を除けば、図６の器具２００と実質的に同じ
である。図７に示されている実施形態では、内壁７８’は、第１および第２の開口７０，
８０間に間隙８６を備えている。間隙８６によって、用いられる材料を低減し、製造上の
利点を得ることができる。
【００６２】
　図８および図９は、他の実施形態による外科用器具３００を示している。器具３００は
、第１および第２の旋回動可能に互いに接続された部材１１２，１１４を備えている。各
部材１１２，１１４は、作用部２０および旋回部２４を備えており、部材１１２，１１４
は、器具１，１０，２００に関連して前述したように、旋回部材２６において旋回可能に
互いに接続されている。器具３００は、各部材１１２，１１４に関連するハンドル１１６
の構成において、前述した器具と異なっている。
【００６３】
　各ハンドル１１６は、内壁１２２、外壁１２４、部材の第１の端１８における第１の端
壁１２６、および第１の内部壁１２８によって画定された第１の開口１２２を備えている
。各ハンドル１１６は、内壁１２２、外壁１２４、第２の端壁１３２、および第２の内壁
１３４によって画定された第２の開口１３０も備えている。各ハンドル１１６は、内壁１
２２、外壁１２４、第１の内部壁１２８、および第２の内部壁１３４によって画定された
第３の開口１４０も備えている。
【００６４】
　従って、第３の開口１４０は、概して、第１および第２の開口１２０，１３０間に配置
されている。第２の端壁１３２は、第１の端壁１２６よりも旋回部２４の近くに配置され
ており、いくつかの実施形態では、第２の端壁１３２は、旋回部２４に隣接または近接し
て配置されている。
【００６５】
　それぞれのハンドル１１６は、実質的に同一であり、これによって、器具３００は、裏
返しになっていても同じように用いることができ、いずれかの手によって手探りで掴んだ
ときでも実質的に掴み直しをする必要がない。器具３００は、ユーザーの親指をハンドル
１１６の一方の第１、第２および第３の開口１２０，１３０，１４０の１つに通し、ユー
ザーの他の指の少なくとも１つをハンドル１１６の他方の第１の開口１２０、第２の開口
１３０、および／または第３の開口１４０に通すことによって、片手操作されるように構
成されている。ユーザーは、使用中に制御をもたらすために、親指および他の指を開口１
２０，１３０，１４０を画定する壁の内面に押し付けることになる。開口１２０，１３０
,　１４０を画定する壁の内面は、使用中の摩耗または他の損傷を防ぐために、滑らかに
なっている。
【００６６】
　器具３００は、制御をもたらすために、かつ種々のユーザーの好みおよび手の大きさに
適応するために、種々のやり方によって保持され、かつ操作されてもよいことを理解され
たい。１つの例示的構成では、ユーザーの親指がハンドル１１６の一方の第３の開口１４
０に通されるとよい。ハンドル１１６の他方では、ユーザーの人差し指が第２の開口１３
０内に通され、ユーザーの中指が第３の開口１４０に通され、ユーザーの薬指（および可
能であれば、ユーザーの小指）が第１の開口１２０に通されるとよい。器具を把持するこ
の例示的な方法は、図１０に示されている。
【００６７】
　開口１２０，１３０，１４０を画定する壁は、操作中にユーザーの親指および他の指が
すべり落ちないように防ぐことができる。加えて、内部壁１２８，１３４の少なくとも一
部は、互いに隣接する開口内のユーザーの指に対する１つまたは複数の「制御点」として
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機能することができる。例えば、器具３００が前述のように把持されたとき、ユーザーは
、より大きい制御をもたらすために、人差し指を内部壁１３４の内面１３４２に押し付け
、および／または中指を内部壁１３４の内面１３４３に押し付けるとよい。さらに、以下
にさらに詳細に説明するように、より大きい制御をもたらすために、ユーザーは、中指を
内部壁１２８の内面１２８３に押し付け、および／または薬指を内部壁１２８の内面１２
８１に押し付けるとよい。
【００６８】
　例示されている実施形態では、第１の開口１２０は、細長くなっており、第２および第
３の開口１３０，１４０は、略楕円形状または卵形状になっている。第２の開口１３０お
よび／または第３の開口１４０が円形状または実質的に円形状になっていてもよいことも
考えられる。図８および９に示されているように、第３の開口１４０は、第２の開口１３
０に対していくらか細長くなっている。また、図示されているように、第３の開口１４０
は、第２の開口に対して傾斜した角度で配向されている。図９に示されているように、第
３の開口１４０の主軸Ａ３は、第２の開口の主軸Ａ４に対して傾斜角θで配向されている
とよい。この構成によって、親指をハンドル１１６の一方の第３の開口１４０内に斜めに
嵌め込み、より小さい指をハンドル１１６の他方の第３の開口１４０内に水平に嵌め込む
ことができる。従って、第３の開口１４０の一方に位置する指は、第１の開口１２０およ
び／または第２の開口１３０内に位置する隣接する指の近くに配置され、これによって、
前述した制御点による付加的な制御が可能になる。
【００６９】
　さらに、第１の開口１２０を画定する壁の内面は、付加的な多目的性および付加的な接
触点をもたらすように輪郭付けられているとよい。図９に示されているように、第１の内
部壁１２８の内面１２８１は、内壁１２２の内面１２２１に隣接する第１の丸められた部
分１５０および外壁１２４の内面１２４１に隣接する第２の丸められた部分１５２を備え
ている。第１および第２の丸められた部分１５０，１５２は、第１の内部壁１２８の内面
１２８１の比較的隆起した中心部分１５４によって、互いに分離している。従って、第１
および第２の丸められた部分１５０，１５２は、隆起した中心部分１５４に対して「窪み
」をなすと見なされる。
【００７０】
　種々の手の大きさのユーザーは、親指または他の指を第１および第２の丸められた部分
または窪み１５０，１５２内に押し込むことができる。例えば、ユーザーは、ハンドル１
１６を閉鎖しながら、親指／他の指を第１の丸められた部分１５０内に押し込み、ハンド
ルを開きながら、親指／他の指を第２の丸められた部分１５２内に押し込むことができる
。これによって、内壁１２８に関連する制御点による付加的な制御が得られることになる
。
【００７１】
　前述した特徴のいくつかが、図１０に示されている。図示されているように、ユーザー
の親指をハンドルの一方の第３の開口１４０内に斜めに嵌め込むことができる。ユーザー
の人差し指をハンドルの他方の第２の開口１３０内に嵌め込み、ユーザーの中指を隣接す
る第３の開口１４０内に水平に嵌め込むことができる。この構成によって、内部壁１３４
の少なくとも一部を互いに隣接する指に対する制御点として機能させることができること
が分かるだろう。さらに、ユーザーの薬指を第１の開口１２０内に配置し、特に、内部壁
１２８に隣接する丸められた部分１５４（図９）に押し込み、これによって、付加的な制
御をもたらすことができる。ユーザーは、任意選択的に、小指を第１の開口１２０内に配
置することができる。これは、器具を把持し、かつ操作する単なる一例にすぎず、開口１
２０，１３０，１４０によって、ユーザーは、ユーザーの手の大きさおよび好みに基づく
最良の使い心地よさ、制御性、および／または梃作用をもたらすために、多くの異なるや
り方によって器具を把持し、かつ操作することができることに留意されたい。
【００７２】
　図９を再び参照すると、外壁１２４の各々の外面は、滑らかになっており、ユーザーの
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親指または１つまたは複数の他の指を受けるようになっている。ユーザーは、親指または
少なくとも１つの他の指をこれらの外面の一方または両方に置くことによって、例えば、
ハンドルを閉じるときにより大きな梃作用を得ることができる。例示的な実施形態では、
外壁１２４の外面は、第２および第３の開口１３０，１４０の間に位置する窪み１５６を
備えている。窪み１５６は、前述の使用法によって、ユーザーの親指または他の指に対す
る他の接触点をもたらすことができる。
【００７３】
　従って、ハンドル１１６の開口１２０，１３０，１４０によって、ユーザーは、所望の
使い心地良さおよび制御性をもたらすために、および／または特定の用途に必要な梃作用
をもたらすために、種々のやり方によって器具３００を把持することができることを理解
されたい。種々の大きさの親指および他の指は、どの開口１２０，１３０，１４０内また
は外壁１２４の外面上に置かれてもよい。
【００７４】
　ユーザーは、旋回部２４に隣接する作用部２０の各々および枢動部２４の各々に置いた
１つまたは複数の指によって、および／または第２の端壁１３２の外面に置いた１つまた
は複数の指によって、およびハンドル１１６間に押し込まれたユーザーの親指および／ま
たは掌によって、器具３００を把持してもよいことにも留意されたい。器具を把持するこ
のやり方は、作用部２０を挿入中に確実に閉状態で保持することを助長する点において、
開口内への作用部２０の挿入中に有益である。従って、ユーザーは、例えば、開口を拡大
するステップ、対象物を把持するステップ、および／または対象物を摘出するステップを
行うために、例えば、前述のやり方において、ハンドル１１６を把持する手を置き直すこ
とができる。以下にさらに詳細に説明するように、ハンドルは、作用部を挿入中に確実に
閉状態で保持することを助長するために、開位置に付勢されてもよい。
【００７５】
　図１１Ａ～図１１Ｃは、他の実施形態による外科用器具３００’を示している。各部材
１１２’，１１４’は、器具３００に関連して前述したハンドル１１６を備えている。各
部材１１２’，１１４’は、旋回部２４も備えており、部材１１２’，１１４’は、前述
の器具に関連して前述したように、旋回部材２６において旋回可能に互いに接続されてい
る。器具３００’は、以下の点において前述の器具と異なっている。
【００７６】
　各部材１１２’，１１４’は、前述の作用部２０といくらか異なる作用部２０’を備え
ている。各作用部２０’は、前述した楔３２を有している。各楔３２に隣接しているのは
、前述のリップ３４と同様の外方に延在するリップ３４’である。作用部２０の外面３０
上において、各楔３２およびリップ３４’は、それらの間に前述の窪み３６と同様の窪み
３６’を画定している。
【００７７】
　図示されているように、各作用部２０’は、リップ３４’からそれぞれの部材１１２’
，１１４’の第２の端２２に向かって内向きのテーパが付された部分３７を備えている。
すなわち、テーパ部３７は、軸Ａ２に向かって内向きのテーパが付されている。軸Ａ２は
、旋回部２６によって画定された軸Ａ１と直交しており、作用部２０’間およびハンドル
１１６間に延在している（図１１Ｂ）。テーパ部３７は、リップ３４’から各部材１１２
’，１１４’の第２の端２２に向かって軸Ａ１に向かってまたは軸Ａ１に沿って内向きの
テーパが付されていてもよい。テーパ部３７が軸Ａ２，Ａ１の両方において内向きにテー
パが付された場合、作用部２０’が閉じられたとき、円錐端または疑似円錐端が形成され
ることになる。いくつかの実施形態では、テーパ部３７は、軸Ａ１（すなわち、軸Ａ２と
直交しており、テーパ部３７間に延在する軸）と平行である軸に沿って延在する幅に沿っ
て両方向において内向きのテーパが付されていてもよい。これらの構成では、作用部２０
’が閉じたときに、円錐端または疑似円錐端が形成されることになる。テーパ部３７は、
軸Ａ１と平行に延在する幅の少なくとも一部に沿って丸められていてもよい。図１１Ａお
よび図１１Ｂに示されているように、第１および第２の部材１１２’，１１４’の第２の
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端２２は、ハンドル１１６が開位置にあるときに互いに隣接する第２の端２２が鈍端を画
定するように、形作られている。これに関して、部分３７によって画定された領域は、ハ
ンドルが閉位置にあるとき、矢じりに似ている。第１および第２の部材１１２’，１１４
’の第２の端２２は、種々の実施形態において、鈍端を形成するために、平坦であっても
よいしまたは丸められていてもよい。
【００７８】
　この構成によって、いくつかの利点が得られる。第１に、テーパ部３７によって、作用
部２０’を種々の異なる大きさの開口内により容易に挿入することが可能になる。例えば
、テーパ部３７によって、作用部２０’を比較的小さいトロッカーポート部位（例えば、
５ｍｍ直径）内に挿入することができ、該開口を拡大し、その拡大した開口から器官また
はその一部を摘出することができる。さらに、鈍端を画定する端部分は、患者および外科
医の両方に対して安全をもたらすことになる。患者とは無関係に、作用部２０’が開口内
に挿入されると、鋭利な先端と比較して、鈍端は、内部大静脈または器官を破裂させにく
くする。また、鈍端は、取扱い中、外科医または他のユーザーを傷付けにくくまたは突刺
しにくくする。最後に、リップ３４’および窪み３６’は、リップ３４および窪み３６を
参照して前述したように、位置決めの利点および触覚フィードバックの利点をもたらすこ
とができる。
【００７９】
　図１２Ａおよび図１２Ｂは、他の実施形態による外科用器具４００を示している。器具
４００は、第１および第２の枢動可能に互いに接続された部材１１２’’，１１４’’を
備えている。各部材１１２’’，１１４’’は、器具３００に関連して前述したハンドル
１１６を備えている。各部材１１２’’，１１４’’は、旋回部２４も備えており、部材
１１２’’，１１４’’は、前述の器具に関連して前述した旋回部材２６において旋回可
能に互いに接続されている。器具は、以下の点において、前述の器具と異なっている。
【００８０】
　各部材１１２’，１１４’は、前述の作用部２０，２０’といくらか異なる作用部２０
’’を備えている。各作用部２０’’は、前述した楔３２を有している。しかし、楔３２
に隣接して、各作用部２０’’は、部材の第２の端２２で終端する丸められた端部１６０
を有している。従って、器具４００は、作用部の端のリップを排除する点において、前述
の器具と異なっている。この構成によって、拡大されるおよび／または対象物が摘出され
る開口（図４）内への作用部２０’’の挿入が容易になる。
【００８１】
　器具４００は、ハンドルを第１の位置または開位置に付勢する付勢部材１６２も備えて
いる（図１２Ａ）。付勢部材１６２は、当業者に知られているどのような付勢部材、例え
ば、バネであってもよい。図示されているように、付勢部材１６２は、旋回部２４に隣接
するハンドル内壁１２２に取り付けられている。しかし、他の構成も考えられる。単なる
一例に過ぎないが、付勢部材は、旋回部材２６と一体であってもよい。
【００８２】
　付勢部材１６２は、器具４００を作用部２０’’が互いに隣接する「初期位置」に付勢
するのに有用である。この位置にある器具が、（トロッカー部位のような開口を拡大し、
および／または器官を把持し、かつ摘出する前に）、該開口内に挿入される可能性が高い
ことが見込まれている。前述したように、また以下にさらに詳細に説明するように、ハン
ドルは、開口を拡大するために、第２の位置または閉位置に向かって移動するようになっ
ている（図１２Ｂ）。付勢部材１６２は、この操作において大きな制御をもたらし、開口
が余りにも大きくかつ余りにも迅速に拡大されるのを防ぐことができる。さらに、器官が
把持された後、付勢部材１６２は、開口から摘出される器官を堅く把持された状態で確実
に保持するのに有用である。勿論、付勢部材１６２のような付勢部材は、前述の外科用器
具のいずれに用いられてもよい。
【００８３】
　腹腔鏡手術のような最小侵襲性手術に関連する例示的な操作が、図１３に示されている
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。外科用器具、例えば、前述した器具のいずれかを準備する（ブロック５００）。器具は
、概して、旋回可能に互いに接続された第１および第２の部材を有しており、各部材は、
該部材の第１の端におけるハンドルおよび該部材の第２の対向端における作用部を備えて
いる。ハンドルは、作用部が互いに隣接する開位置とハンドルが一緒に合わせられて作用
部が互いに離れる方に移動した閉位置との間で移動可能になっている。
【００８４】
　ハンドルが開位置にある状態で、閉じている作用部を腹部壁の開口内に挿入する（ブロ
ック５０２）。例示的な腹部壁の開口は、図４に示されているトロッカー部位開口である
。次いで、ハンドルを閉位置に向かって移動させる（ブロック５０４）。任意選択的に、
ハンドルを閉位置に向かって移動させることによって、腹部壁の開口を作用部によって拡
大させる（ブロック５０６）。
【００８５】
　次いで、ハンドルを開位置に向かって移動させる（ブロック５０８）。ハンドルは、手
動によって開位置に向かって移動されてもよいし、付勢部材がハンドルを開位置に付勢さ
せるようになっていてもよい。任意選択的に、ハンドルを開位置に向かって移動させるこ
とによって、器官のような対象物を作用部によって把持する（ブロック５１０）。次いで
、作用部を腹部壁から引き出す（ブロック５１２）。もし、器官が把持されたなら、（ブ
ロック５１０）、このステップは、作用部および把持された器官を一緒に引き出すことを
含むことになる。
【００８６】
　前述の外科用器具は、典型的には、剛性材料から作製されている。外科用器具の少なく
とも一部、例えば、作用部は、典型的には、耐食性を有する金属または金属合金、例えば
、ステンレス鋼から作製されている。少なくともハンドルは、比較的強靭なポリマー材料
のような非金属材料から作製されていてもよいことも考えられる。
【００８７】
　作用部２０（例えば、図１および図２）、作用部２０’（図１１Ａ～図１１Ｃ）、およ
び作用部２０’’（図１２Ａおよび図１２Ｂ）は、体型および／または体の大きさ、およ
び摘出される器官の種類に依存して、種々の長さを有することができる。例えば、作用部
は、作用部が腹部壁または胸部に形成された比較的小さい開口内に挿入されるような（枢
着部材に画定された軸（図２および図１１Ｂに示されている軸Ａ１）と平行に延在する）
幅を有しているとよい。いくつかの実施形態では、作用部は、比較的小さいトロッカー部
位開口内への挿入に適応するために、約５ｍｍ以下の幅を有している。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、作用部は、ある角度で湾曲または屈曲していてもよいし、ま
たは旋回部に隣接して離間していてもよいことも検討されている。例えば、図１４Ａおよ
び図１４Ｂを参照すると、作用部２０’’’は、旋回部材２６の近くにおいて上方に屈曲
または湾曲している。この構成では、作用部２０’’’は、ハンドル１１６が第２の位置
または閉位置に向かって移動したとき、互いに離間している（図１４Ｂ）。これによって
、摘出中に、作用部２０’’’の歯２８を把持された対象物に対してより平行に配置させ
、しっかりとした把持を確実なものとすることができる。
【００８９】
　図示されていないが、いくつかの実施形態では、器具を平坦してまたは側方から用いる
ことができるように、作用部が側方に湾曲または屈曲されていてもよい。この場合、ハン
ドルは、使用中、視線から外れることになる。
【００９０】
　前述したハンドルは、それらの使い心地よさ、人間工学性、多目的性、および正確な制
御をもたらす能力において特異であることに留意することが重要である。従って、ハンド
ル、特に器具２００（図６）に関連して前述したハンドル１６’’、および器具３００（
図８および図９）、器具３００’（図１１Ａ～図１１Ｃ）、および器具４００（図１２Ａ
および図１２Ｂ）に関連して前述したハンドル１１６は、単に前述した専用の外科用器具
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に用いられるだけではなく、種々の器具および工具に効果的に用いることができる。いく
つかの例示的な用途を挙げると、ハンドルは、外科用器具のみならず、鋏、刈込機、プラ
イヤー、およびレンチのような一般的な工具にも用いることができる。
【００９１】
　図１５を参照すると、工具７００は、１対の旋回可能に互いに接属されたハンドル１６
’’を備えている。各ハンドル１６’’は、第１の端１８および第２の端２２０を備えて
いる。作用部７２０が、第２の端２２０において、各ハンドル１６’’に一体化されても
よいし、または取付け／接続されてもよい。同様に、図１６を参照して、工具８００は、
１対の旋回可能に互いに接続されたハンドル１１６を備えている。各ハンドル１１６は、
第１の端１８および第２の端２２０を備えている。作用部８２０が、各ハンドル１６’’
の第２の端２２０に一体化されてもよいし、または取付け／接続されてもよい。工具７０
０，８００は、前述のように、「逆鋏」動作（図１５）または鋏と類似の動作（図１６）
のいずれかを行うように構成されている。
【００９２】
　本開示の利得を受ける当業者によって、本発明の精神および範囲から逸脱することなく
、多くの代替形態および修正形態がなされてもよい。従って、例示されている実施形態は
、単なる例示のために記載されており、以下の請求項によって規定されている本発明を制
限するものではないことを理解されたい。それ故、以下の請求項は、文言通りに記載され
た要素の組合せのみならず、実質的に同じ結果を得るために実質的に同じ機能を実質的に
同じように果たす全ての等価の要素を含む、と読み取られるべきである。従って、請求項
は、具体的に例示されかつ記載されたもの、概念的に等価のもの、および本発明の本質的
な着想も含むことを理解されたい。

【図１】

【図２】

【図３Ａ】
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【図３Ｂ】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】



(23) JP 2014-513582 A 2014.6.5

【図１０】 【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】 【図１１Ｃ】
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【図１２Ａ】 【図１２Ｂ】

【図１３】 【図１４Ａ】

【図１４Ｂ】
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【図１５】 【図１６】

【手続補正書】
【提出日】平成24年8月14日(2012.8.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外科用器具において、
　第１および第２の部材であって、各部材が、該部材の第１の端に隣接するハンドルと、
　内面および外面を有して前記部材の第２の対向端から延在する作用部と、前記ハンドル
と前記作用部との間に位置する旋回部とを備えている第１および第２の部材
を備えており、
　前記ハンドルが互いに離間して前記作用部が互いに隣接する開位置と前記ハンドルが互
いに合されて前記作用部が互いに離間する閉位置との間で、前記ハンドルが移動可能とな
るように、前記第１および第２の部材は、前記旋回部において、旋回軸を中心として旋回
可能に互いに接続されていることを特徴とする、外科用器具。
【請求項２】
　各作用部外面の少なくとも一部は、外向きテーパが付された楔を備えていることを特徴
とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項３】
　各作用部は、前記第１および第２の部材の前記第２の端に、外方に延在するリップを備
えていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項４】
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　各作用部は、外向きテーパが付された楔および前記楔に隣接する外方に延在するリップ
を備えており、前記楔および前記リップは、前記作用部外面において、それらの間に窪み
を画定していることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項５】
　各作用部は、前記リップからそれぞれの第１および第２の部材の前記第２の端に向かっ
て内向きテーパが付されたテーパ部を備えていることを特徴とする、請求項４に記載の外
科用器具。
【請求項６】
　前記第１および第２の部材の各々の前記第２の端は、前記ハンドルが前記開位置にある
とき、前記第１および第２の部材の前記互いに隣接する第２の端が鈍端を画定するように
、形作られていることを特徴とする、請求項５に記載の外科用器具。
【請求項７】
　前記第１および第２の部材の前記第２の端は、丸められていることを特徴とする、請求
項１に記載の外科用工具。
【請求項８】
　各作用部内面の少なくとも一部は、複数の歯を備えていることを特徴とする、請求項１
に記載の外科用器具。
【請求項９】
　前記ハンドルを前記開位置に向かって付勢するように構成された付勢部材をさらに備え
ていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項１０】
　前記付勢部材は、前記ハンドル間に配置されていることを特徴とする、請求項９に記載
の外科用器具。
【請求項１１】
　前記ハンドルは、前記旋回軸と直交して前記作用部間に延在する軸を中心として実質的
に対称的になっていることを特徴とする、請求項１に記載の外科用器具。
【請求項１２】
　各部材の前記ハンドルの長さの少なくとも主要な部分は、前記部材の前記第１の端から
前記部材の前記旋回部に向かって、内方に向かうように輪郭付けられていることを特徴と
する、請求項１１に記載の外科用器具。
【請求項１３】
　各部材の前記ハンドルは、内壁、外壁、前記部材の前記第１の端における第１の端壁、
および前記部材の前記旋回部に隣接して位置する第２の端壁によって画定された少なくと
も１つの開口を備えていることを特徴とする、請求項１１に記載の外科用器具。
【請求項１４】
　各部材の前記ハンドルは、前記内壁、前記外壁、前記第１の端壁、および内部壁によっ
て画定された第１の開口と、前記内壁、前記外壁、前記第２の端壁、および前記内部壁に
よって画定された第２の開口とを備えており、前記第１の開口は、細長になっており、前
記第２の開口は、略楕円形であり、前記内部壁によって前記第１の開口から離間している
ことを特徴とする、請求項１３に記載の外科用器具。
【請求項１５】
　各部材の前記ハンドルは、
　前記内壁、前記外壁、前記第１の端壁、および第１の内部壁によって画定された第１の
開口と、
　前記内壁、前記外壁、前記第２の端壁、および第２の内部壁によって画定された第２の
開口と、
　前記内壁、前記外壁、および第１および第２の内部壁によって画定された第３の開口で
あって、前記ハンドルの前記第１および第２の開口間に位置している第３の開口と、
を備えており、
　前記第１の開口は、細長になっており、前記第２および第３の開口は、略楕円形になっ



(27) JP 2014-513582 A 2014.6.5

ていることを特徴とする、請求項１３に記載の外科用器具。
【請求項１６】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されていることを特徴とする、請求項１５に記載の外科用器
具。
【請求項１７】
　前記第１の内部壁が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に隣接す
る第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が比較的隆起した
中心部分によって互いに分離されるように、各ハンドルの前記第１の開口が輪郭付けられ
ていることを特徴とする、請求項１６に記載の外科用器具。
【請求項１８】
　各部材の前記外壁は、窪みを備えるように輪郭付けられていることを特徴とする、請求
項１６に記載の外科用器具。
【請求項１９】
　工具と共に用いられるハンドルシステムにおいて、
　第１および第２の細長のハンドルであって、各ハンドルは、第１の端から第２の対向端
に延在しており、各ハンドルは、内壁と、外壁と、前記ハンドルの前記第１の端において
前記内壁と前記外壁との間に延在する第１の端壁と、前記ハンドルの前記第２の端に近接
して配置されて前記内壁と前記外壁との間に延在する第２の端壁とを備えており、前記内
壁が互いに離間する開位置と前記内壁が互いに隣接する閉位置との間で、前記ハンドルが
旋回可能となるように、前記ハンドルが、前記ハンドルの前記第２の端において旋回可能
に互いに接続されている第１および第２の細長のハンドル
を備えており、
　各ハンドルは、
　前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１および第２の端壁間に位置して
前記内壁と前記外壁との間に延在する内部壁によって画定された第１の細長の開口と、
　前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記内部壁によって画定された第２の略
楕円形開口と、
を備えていることを特徴とする、ハンドルシステム。
【請求項２０】
　各ハンドルは、第１および第２の内部壁であって、各々が前記内壁と前記外壁との間に
延在する第１および第２の内部壁と、第３の略楕円形開口と、を備えており、
　前記第１の細長開口は、前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１の内部
壁によって画定されており、
　前記第２の略楕円形開口は、前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第２の
内部壁によって画定されており、
　前記第３の略楕円形開口は、前記第１および第２の開口間に位置しており、前記内壁、
前記外壁、および前記第１および第２の内部壁によって画定されていることを特徴とする
、請求項１９に記載のハンドルシステム。
【請求項２１】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されていることを特徴とする、請求項２０に記載のハンドル
システム。
【請求項２２】
　前記第１の内部壁が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に隣接す
る第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が比較的隆起した
中心部分によって互いに分離されるように、各ハンドルの前記第１の開口が輪郭付けられ
ていることを特徴とする、請求項２１に記載のハンドルシステム。
【請求項２３】
　各ハンドル外壁の外面は、前記第３の開口から前記第２の開口に向かって、内方に向か
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って輪郭付けられていることを特徴とする、請求項２１に記載のハンドルシステム。
【請求項２４】
　工具と共に用いられるハンドルシステムにおいて、
　第１および第２の細長のハンドルであって、各ハンドルは、第１の端から作用端部を受
け入れるように構成された第２の対向端に延在しており、前記ハンドルは、それらの第２
の端に近接して旋回可能に互いに接続されており、旋回軸を中心として旋回可能になって
いる第１および第２の細長のハンドル
を備えており、
　各ハンドルは、
　内壁と、外壁と、前記ハンドルの前記第１の端において前記内壁と前記外壁との間に延
在する第１の端壁と、前記第１の端壁よりも前記ハンドルの前記第２の端の近くに位置し
て前記内壁と前記外壁との間に延在する第１の内部壁と、前記第１の内部壁よりも前記ハ
ンドルの前記第２の端の近くに位置して前記内壁と前記外壁との間に延在する第２の内部
壁と、前記第２の内部壁よりも前記ハンドルの前記第２の端の近くに位置して前記内壁と
前記外壁との間に延在する第２の端壁と、
　前記第１の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第１の内部壁によって画定された第
１の細長の開口と、
　前記第２の端壁、前記内壁、前記外壁、および前記第２の内部壁によって画定された第
２の略楕円形開口と、
　前記第１および第２の開口間に位置し、前記内壁、前記外壁、および前記第１および第
２の内部壁によって画定された第３の略楕円形開口と、
を備えていることを特徴とする、ハンドルシステム。
【請求項２５】
　前記第３の開口は、前記第２の開口に対して細長になっており、前記第２の開口の主軸
に対して傾斜した角度で配向されていることを特徴とする、請求項２４に記載のハンドル
システム。
【請求項２６】
　前記第１の内部壁の内面が前記内壁に隣接する第１の丸められた部分および前記外壁に
隣接する第２の丸められた部分を有し、前記第１および第２の丸められた部分が前記第１
の内部壁の前記内面の比較的隆起した中心部分によって互いに分離されるように、各ハン
ドルの前記第１の開口が輪郭付けられていることを特徴とする、請求項２４に記載のハン
ドルシステム。
【請求項２７】
　各ハンドル外壁は、前記外壁の外面が窪みを備えるように、輪郭付けられていることを
特徴とする、請求項２４に記載のハンドルシステム。
【請求項２８】
　前記第１および第２のハンドルは、前記旋回軸に対して直交して前記ハンドル間に延在
する軸を中心として実質的に対称的になっていることを特徴とする、請求項２４に記載の
ハンドルシステム。
【請求項２９】
　１対の作用端部分と組み合わされ、前記作用端部分の各々は、前記第１および第２のハ
ンドルのそれぞれの第２の端から延在していることを特徴とする、請求項２４に記載のハ
ンドルシステム。
【請求項３０】
　前記ハンドルが互いに離れる方に移動するとき、前記作用部が互いに離れる方に移動し
、前記ハンドルが互いに合されるとき、前記作用部が互いに重なるように、前記ハンドル
が構成されていることを特徴とする、請求項２９に記載の組合せ。
【請求項３１】
　前記ハンドルが互いに離れる方に移動するとき、前記作用部が互いに重なり、前記ハン
ドルが互いに合されるとき、前記作用部が互いに離れる方に移動するように、前記ハンド
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ルが構成されていることを特徴とする、請求項２９に記載の組合せ。
【請求項３２】
　腹腔鏡手術を行う方法において、
　第１および第２の旋回可能に互いに接続された細長の部材を有する工具を準備するステ
ップであって、各部材は、前記部材の第１の端から延在するハンドルと、前記部材の第２
の対向端から延在する作用部とを備えており、前記ハンドルは、前記作用部が互いに隣接
する開位置と前記ハンドルが互いに合されて前記作用部が互いに離れる方に移動した閉位
置との間で、移動可能になっているステップと、
　前記ハンドルが前記開位置にある状態で、前記作用部を腹部壁の開口内に挿入するステ
ップと、
　前記ハンドルを前記閉位置の方に移動させるステップと、
　前記ハンドルを前記開位置に向かって移動させるステップと、
　前記作用部を前記腹部壁の前記開口から引き出すステップと、
を含んでいることを特徴とする、方法。
【請求項３３】
　前記ハンドルを前記閉位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、前記腹部壁の前記開口を拡大させることをさらに含んでいることを特徴とする、請求
項３２に記載の方法。
【請求項３４】
　前記ハンドルを前記開位置に移動させる前記ステップ中に、前記作用部によって、摘出
される器官を把持することをさらに含んでおり、前記作用部を前記開口から引き出す前記
ステップは、前記作用部および前記把持された対象物を前記開口から引き出すことを含ん
でいることを特徴とする、請求項３２に記載の方法。
【請求項３５】
　前記ハンドルを前記閉位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、前記腹部壁の前記開口を拡大させることと、
　前記ハンドルを前記開位置に向かって移動させる前記ステップ中に、前記作用部によっ
て、摘出される器官を把持することと、
をさらに含んでおり、
　前記作用部を前記開口から引き出す前記ステップは、前記作用部および前記把持した対
象物を前記拡大された開口から引き出すことを含んでいることを特徴とする、請求項３２
に記載の方法。
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